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This study aims to clarify key points to maintain profitability and to increase possibility of community-led projects in 
villages through the actual condition survey about community-owned shops in Oxfordshire, UK. The major findings are as 
follows.
1. Community-owned shops aims to provide various public benefits for the villages, such as community centre, social 
centre, local business support and eco-friendly idea.
2.  Intermediate support organizations should give communities comprehensive support and advice, in a close cooperation 
and coordination with other organizations, to increase possibility..
3. Management system by local residents should be highly organized and divide professional work to maintain profitability.
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CS 活動の変遷と社会的背景を整理し、英国における CS の位置づけ
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図 1　Oxfordshire Couty における CS のある集落
3　英国における CS 活動の変遷と社会的背景の整理注13
2.1　調査対象地の選定
�2011 年 9 月現在、265 件の CS が英国に存在する注1 。County 別の
CS 件数上位 10 件注2 を見ると、South West と South East の County
に集中している事が分かる。次に、上位 3 件の CS 累計件数注3 に注
目すると、Oxfordshire に比較的早い時期に開設した CS が多い。
また、それらの County において、閉鎖した CS が 1 件もない事から、
Oxfordshire には継続年数の長い CS が多く存在すると言える。
�以上より、本研究では継続年数の長い CS が多く存在する
Oxfordshire の 18 集落を調査対象地として選定した。
�2010 年 9 月に予備調査として、1 件の CS に聞き取り調査を実施
した。そして、2011 年 9 月〜 11 月に、以下の通り第�回現地調査
を実施し、全 18 件中 14 件の CS から調査協力を得る事ができた。
1) 英国における CS 活動の変遷の把握：CS の全国支援組織である
Plunkett Foundation注4 ( 以下、Plunkett) への聞き取りから、過去
30 年間の全国的な CS 活動の変遷の把握を行なった。
2) CS 活動の実態把握：CS 運営者への聞き取り及び目視調査から、
事業目的やサービス内容、売上額、運営体制等の把握を行なった。
また、利用建物の図面を作成し、空間特性の把握を行なった。
3) CS 準備段階の特徴の把握：CS 運営者への聞き取りから、開設の
きっかけやプロセス、資金調達方法等の把握を行なった。また、














2009 年の間に英国全体で 2500 件の郵便局を閉鎖した。集落住民に
とって重要な交流拠点でもあり、日常�活への影響が懸念された。
�こうした社会変化の中、現在 CS として知られる活動は、1991 年
に Dorset County の Halstock 集落で始まった。それ以前にも同様
の活動は多少あったが、CS という共通の定義注14はなかった。1991 年、
Halstock の商店が閉店の危機を迎えた際、住民が議論して CS 開設
を決めた。1992 年に CS を開設すると共に、理事長 Derek Smith 氏
を中心に、Village Retail Services Association( 以下、ViRSA) と
いうチャリティ組織を設立して、同じ問題を持つ集落の支援を始め
た。ViRSAは、2000年までに50件以上のCS開設を支援した。2004年、
ViRSA は密接に連携していた Plunkett と合併協議を行ない、数年後、
CS 支援活動を Plunkett に引き継いだ。それ以来、Plunkett が英国
唯�の CS 全国支援組織として活動している。
�1991 年に英国全体で 33 件だった CS は、2011 年 9 月現在、265 件
存在する。1998 年から開設数が増加しており注15、多くの郵便局が閉
鎖した 2009 年には、それを補完するように 40 件以上の CS が開設
した。過去 10 年間の年間平均開設数は 19 件である。また、英国に




�図 1 に、CS のある集落の位置を示す。Oxfordshire はロンドンか









隣市町への近接性は、3km 未満が 3 件、3km 〜 5km 未満が 11 件あり、
比較的スーパーや病�等のある市街地に近い集落が多い。�部�分の

































協同組合 店長1 60 6.4 営業会議型
C2 Tackley Village Shop 243,000 ○ ○ ○ - - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ☆ 新築：集会所 集会所 250
有限責任
保証会社 店員5 50 12.9 営業会議型















共済組合 店員4 45 21.2 店員雇用型













保証会社 店長1 60 24.2
店長雇用＆
内包型






共済組合 店長1 20 6.8 営業会議型
C8 Ewelme Village Stores 120,000 ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - ○ ○ ○ - 改修 ：旧商店 集落 12
ViRSA 産業
共済組合 店長3 22 5.6
店長雇用＆
独立型
C9 Islip Village Shop 100,000 ○ ○ ○ - ○ - ○ ○ ○ ○ - - - - - ○ ○ - ☆ 改修：集会所 集会所 600
有限責任
保証会社 店長1 34 12.7
店長雇用＆
内包型
C10 Filkins Village Shop 54,000 ○ ○ - ○ - - ○ ○ ○ - ○ - - - ○ ○ ○ ◇ ○ 改修：旧商店 トラスト 260
ViRSA 産業
共済組合 店員4 14 8.1 店員雇用型
C11 Iffley Community Shop 54,000 ○ ○ ○ - ○ - ○ ○ ○ ○ - - - - ○ - ○ - - 改修：旧商店
集落
住民 3,000 任意団体 無し 35 1.5
ボランティア
主体型
C12 Hanney Community Shop 47,000 ○ ○ - - - - ○ ○ ○ ○ - - ○ - ○ - ○ - ☆ 改修：集会所 集会所 500 任意団体 無し 81 15.5 店員雇用型
C13 Coleshill Village Shop 40,000 ○ ○ - ○ ○ - ○ ○ ○ - ○ ○ - - - - ○ ○ ○ 転用:納屋 トラスト 1 任意団体 無し 18 25.7
ボランティア
主体型






























が 8 件ずつと多い。事業目的で「社会的支援の提供」を挙げた CS は、
商品宅配を通じて高齢者や病人等の様子を確認している。また、「カ







�利用建物は、旧商店の改� 5 件、納屋やパブ等の用途転用 3 件、





�建物所有者は、住民個人 4 件、CS 所有 3 件、集会所 3 件、集落
所有 2 件、トラスト 2 件である。そのうち 8 件の CS は、活動の価
値や公益性が評価され、無償または割引賃料で貸与している。







建物 旧商店の改修 用途転用 集会所の一部改修 新築
計 5件 3件 2件 4件
利用建物の代表例
Ewelme Coleshill Islip Ascott










a) 運営の難しい点 b) 現在まで継続している秘訣
ボラン ティ アの 確保／管理仕入れ／在庫の管理良好な人間関係の構築顧客数の増加時間がかかるその他ニ ーズに対応する社会的支援の充実商品の品質の向上心地よい 雰囲気／接客手頃な価格設定適切なボラン ティア管理独自性／他店との差別化小規模な委員会構成その他
C1 Radley 250,000 ○ ○ - - - - ○ ○ - ○ - - ○ - -
C2 Tackley 243,000 ○ ○ - - - - ○ ○ ○ ○ ○ - - ○ -
C3 Appleton 225,000 ○ - - - - ○ ○ ○ - ○ ○ ○ - - -
C4 Ascott 185,000 - ○ - - - - - ○ ○ ○ - ○ - - ○
C5 Brightwell-cum-Sotwell 156,000 - - - ○ - - ○ ○ - ○ ○ - ○ - -
C6 Wootton 140,000 ○ ○ - ○ - - ○ ○ ○ ○ - - - - -
C7 Finstock 136,000 ○ - ○ - - - ○ - ○ ○ - - - - -
C8 Ewelme 120,000 ○ - ○ - - - - ○ - - - - - - ○
C9 Islip 100,000 ○ - - - - - ○ ○ ○ - - - - - -
C10 Filkins 54,000 ○ - - - ○ - ○ ○ ○ - ○ - - - -
C11 Iffley 54,000 ○ - ○ - ○ - ○ ○ ○ - - - - ○ -
C12 Hanney 47,000 ○ - - - - ○ ○ - ○ - - - - - ○
C13 Coleshill 40,000 ○ - - - - - - - - ○ - - - - ○
C14 East Hagbourne 30,000 ○ - - - - - - - ○ - - ○ - - -
計 12 4 3 2 2 1 10 10 9 8 4 3 2 2 4
�法人形態は「ViRSA 産業共済組合」5 件、「有限責任保証会社」4 件、

































































�次に、表 4 の年間売上額の多い CS に着目すると、その運営体制
は「営業会議型」「店長雇用＆内包型」「店長雇用＆独立型」の 3 つ








































































































































































































Finstock Ewelme AscottIslip Coleshill
店長雇用型
営業会議型 (3 件 ) ボランティア主体型 (3 件 )店員雇用型 (3 件 )






















































































































































































































































�CS はその発起人により「Parish Council注18 ( 以下、PC)」と「集
落住民」に分類できる。さらに、「PC」はその実施内容により、PC
が集落計画の策定を指揮した「集落計画の策定」2 件と集落会議で























































































































































































































































































































































































































1991 2004 2005/1 2005/1 2005/5-12 2005/12 2006/12006/1
1999/11 2000/3 2000/3 2000/5
1998 1998 1999/4 1999/101999
2000/5 2000 2000 2001 2001-2004 2001-2004 2004/12






















集落計画 C6 Ewelme 2009 2 年半 75,000 ◎ - ○ ○ ◎ - - ◎ ○ ○ - ○ - ○ ○ - - - - - ○
C7 Filkins 2005 1年 20,000 ◎ - ○ ○ - - - ○ ◎ ○ - ○ - - - - ○ - ○ - -
提案／呼びかけC1 Appleton 2000 1ヶ月半 6,000 - - ○ ○ - - ○ ◎ - ○ - - - ○ ○ - ○ ○ - - ○
C3 Brightwell-cum-Sotwell 2010 8 年 225,000 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ - ○ - ○ - - - - ○
C12 Radley 2007 1年 60,000 - - - - ◎ - - ◎ - ○ - - ○ - - - - - - ○ -
集落住民
市民活動の
経験者C5 East Hagbourne 2001 1年 3,000 - ○ ◎ ◎ - - - - - ○ ○ - - - ○ - - - - - -
C9 Hanney 1986 1年 5,000 - ◎ ○ ◎ - - - - - ○ - - - - ○ - - ○ ○ - -




C2 Ascott 2003 1年 80,000 ◎ - ○ - ○ - - ○ - ○ - - ○ ○ - - ○ - - - -
C4 Coleshill 2004 2 年 6,000 - - ○ ◎ - - ○ ◎ ◎ ○ ○ - - ○ - - - - - - ○
C8 Finstock 2004 4 年 105,000 ◎ - ○ ○ ○ - ○ ○ - ○ ○ - ○ ○ - ○ - - - - ○
C11 Islip 2000 6 ヶ月 7,500 ○ ○ - ◎ - - - ◎ - ○ - - ○ ○ - ○ - - - - -
C13 Tackley 2004 5 年 400,000 ◎ ○ ○ ○ - ○ - ◎ ○ ○ - ○ ○ - ○ - - - - ○




































�資金調達方法を見ると、12 件の CS が住民から寄付やローンを獲
得しており、うち 8 件では資金総額の 2 割以上を占める主要な資金
調達先の�つになっている。高額な開設資金を必要とした CS では、
DEFRA 注19や Countryside Agency 注20、EU の LEADER 事業注21等の政府機関や
















































・賃料割引 / 無料 [2件 ]
・助成金の提供 [5件 ] 
・ローンの提供 [1件 ]
・資金提供 ( 寄付、 株
 購入、 ローン )[12件 ] 




 用途規制 [2件 ] 
・情報提供 ( 法律、
 助成金など )[10件 ]




 総合的に支援 ( 会議、
 アンケート、 仕入れ、
 しつらえ等 )[13件 ]
・CSに関する総合的なアド
 バイス （特に、法人形態
 について） [10件 ]
・建物の改修 [1件 ] ・小売業や商品に関する専門アドバイス [2件 ]
・専門知識の無償提供
 （法律、 財務、 小売、
 建築管理等） [3件 ]
人的支援





- - - - - ・建物の無償提供 [1件 ]
・使っていない設備の
 寄付 [2件 ] 
・在庫の割引提供 [1件 ]
・使っていない家電や
 家具等の寄付 [1件 ]














�以上より、CS 開設の実現性を高める為に、① CS 活動や集落再�

















































(Company limited by guarantee)
株式資本と株主はない。 その代わり、 会員が会社の債務を負担する保





(ViRSA Industrial and Provident Society [IPS] 
model rules)
ViRSA が 「産業共済組合 ： コミュニティ利益」 を基に、 CS 専用に改訂
した企業形態。 登録までの時間及び登録費用の削減、 コミュニティから
の投資に配慮、 最新の法律に適応して自動的な更新等の利点がある。
産業共済組合 ： コミュニティ利益 





産業共済組合 ： 協同組合 
(IPS - co-operative)
基本的に、 組合員の利益を目的とする。 そのため、 チャリティの立場
は得られない。







注 1) Plunkett Community Shop Network： http://www.plunkett.uk.net/
�最終確認：2011 年 9 月�
注 2) 表 5 に County 別の CS 件数上位 10 件を示す
謝辞
本研究を進めるに当たり、John Stead 夫妻をはじめ、Tom Morris
氏や Kate Forrest 氏、各 CS の代表者など多くの方々にご協力をい
ただいた。末尾ではあるが、ここに感謝の意を表したい。
表 6　上位 3 件の CS 累計件数�2011 年 9 月現在�
County
西暦年
〜 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
Oxfordshire 5 7 7 9 12 13 13 15 15 17 18 18
Devon 1 3 4 5 7 8 11 12 13 20 22 23



































C1 Appleton 897 464 433 369 27.4 16.5 40.8 7.1 0 2 34 0 11.8 - 2010
C2 Ascott 504 242 262 212 25.6 16.7 41.7 10.1 0 2 21 2 - 全体 -
C3 Brightwell-cum-Sotwell 1530 723 807 574 25.6 22.3 43.9 3.2 1 3 46 1 37.6 一部
2004 
2006
C4 Coleshill 163 82 81 70 25.2 17.2 42.6 5.4 0 7 41 0 15.5 - -
C5 East Hagbourne 1881 966 915 773 30.8 13.4 36.5 1.7 1 3 41 2 24.0 - 2011
C6 Ewelme 1103 559 544 393 34.1 9.7 33.1 4.2 4 1 42 1 29.1 全体 2008
C7 Filkins 404 201 203 172 24.8 17.6 42.3 8.3 0 1 46 1 46.9 - 2005
C8 Finstock 707 364 343 292 27.0 14.9 40.7 3.0 0 1 24 0 117.7 一部 -
C9 Hanney 1242 611 631 521 23.9 17.6 43.4 2.9 0 2 50 0 23.1 - 2011
C10 Iffley 6025 2939 3086 2388 34.1 16.4 37.7 2.8 0 0 4 0 25.9 - -
C11 Islip 617 306 311 267 24.2 17.5 42.0 3.6 1 1 23 2 29.5 - -
C12 Radley 2774 1696 1078 932 40.5 14.4 36.9 3.4 0 4 26 2 - - 2011
C13 Tackley 958 478 480 387 27.4 16.5 40.5 4.6 0 3 35 3 35.4 - -
C14 Wootton 543 257 286 248 22.7 18.6 43.0 3.2 0 2 34 7 201.2 - -
表 7　対象集落の概要
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South West 23 18 14 13 68
South East 18 14 11 8 51
East of England 11 11
Yorkshire and the 
Humber 9 9




















C1 Appleton ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ - - - -
C2 Ascott ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ - - -
C3 Brightwell-cum-Sotwell ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - - -
C4 Coleshill ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ - - - -
C5 East Hagbourne ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - - - -
C6 Ewelme ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - - -
C7 Filkins ○ ○ ○ ○ - ○ - ○ - ○ - -
C8 Finstock ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - -
C9 Hanney ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ - -
C10 Iffley ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ - -
C11 Islip ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - -
C12 Radley ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - -
C13 Tackley ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - -
C14 Wootton ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - - -
計 14 14 14 13 13 13 13 12 5 3 0 0
表 8　対象集落内の�活機能
注 16) 表 9 に法人形態の概要を示す。




注 18) PC は、英国の地方自治体の階層性において最も小さな自治体機
能であり、日本の県機能に相当する「County」、市町機能に相当する
「District」の下に位置づけられている。
注 19) 環境食料農林省�Department for Environment, Food and Rural Affairs�
の略称であり、全国的に様々な助成金を提供する。
注 20) Countryside Agency は、1999 年に集落環境や住民�活の質を向上す
るために設立された法定組織である。Defra から、毎年 100 万ポンドの予
算を得た。2006 年、いくつかの組織と合併し、Natural England になった。
注 21) LEADER 事業は、1991 年から 2008 年まで 3 期に分けて実施された EU
の農村開発政策であり、�条件不利農村地域で、住民参加型の地域再�を
実施する為に、行政、民間、住民等のパートナーシップを推進する。
注 22) 1992 年にリオ�デ�ジャネイロの地球サミットでの Agenda 21 の
採択を受けて、1997 年にブレア首相は全ての自治体で Local Agenda 21
を策定する事を義務づけた。その策定は、市民が主体となり策定したも
のが多く、Oxford では 1 名の市職員と 12 名の有志市民で策定された。
注 3) 表 6 に上位 3 件の CS 累計件数を示す。また、英国全体で 8 件の CS
が閉鎖したが、下記 3 件の County の CS は含まれていない。




注 5) ORCC は、1920 年に地元の集落�活に関心がある人々を団結させる
為に設立したチャリティ組織である。CS 開設や集落計画の策定、公共交
通の充実、手頃な価格の住宅供給など様々な支援を展開する。
注 6) 現地で収集した文献を、参考文献 17) 〜 22) に示す。
注 7) 表 7 に対象集落の概要を示す。
参考文献
注 8) 登録建造物 (Listed Building) 制度は、登録建物の特徴を保つために
日常的な維持管理を義務づける。改�や�繕等、建物の特徴に影響を及ぼ
す場合は、「計画許可 (Planning Permission)」と「登録建造物同意書 (Listed 
Building Consent)」を地方自治体に提出して、許可を得る必要がある。






注 11) 2001 年から、住民が集落の課題解決に向けた集落計画 (Parish Plan)
を策定�実践する「The Parish Action Plan Process」が始まり、全国約
10,000 件の Parish 中、約 3,000 件の Parish が約 1,300 件の集落計画を策
定している ( 複数の Parish で共同作成が可能 )。Oxfordshire では、2011
年 6月現在、全299件の Parishのうち、57件が実践中、66件が策定中である。
注 12) 表 8 に対象集落内の�活機能を示す。
注 13) 参考文献 14) 〜 17) を参照。
注 14) 現在も、明確に CS の定義が決まっている訳ではないが、CS 運営者
や支援組織の間では、「コミュニティのために、コミュニティ自身によっ
て計画�運営される商店」という共通認識が存在している。
注 15) 図 8 に英国における CS 開設件数の推移を示す。
図 8　英国における CS 開設件数の推移�2010 年まで�
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